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序
会計学における重要性の問題は，会計慣行として，動態会計論的思考の下に
おいて提起されてきた問題である。重要性の問題は，会計学本来の目的に一つ
の制約的事項として，積極的に又は消極的に機能する規制として具現してきた
会計慣行である｡（1）
会計慣行とは，例えば，「慣行が権威をもつためには，それはよく形造られ
ていなければならない。会計慣行は，すくなくともつぎの三つのことがらとの
関連において，すなわち，第一に財務諸表の用途に関し，第二に，それぞれの
時代と場所との社会的，経済的観念に関連して，そして第三に，人々の思考様
式に関して，よく形造られたものでなければならない。したがって，経済的，
社会的な観念や思考様式が変化するにつれ会計諸概念もそれとともに変化しな
ければならないのである｣(2)……と述べられる如く，重要性の慣行についても，
地域・社会・経済史的背景の下に歴史性を帯び展開し，真実性の概念の範晴内
において，認識される判断基準である。
重要性の認識は，会計学における価値判断と主観の二大因素から構成され，
会計本来の一目的としての，対利害関係者保護思考は重要性に係わる判断指標
の例示，制度化という過程を指向することとなったのである。すなわち，個別
経済主体の経済活動の結論害たる，財務諸表は「記録的事実と会計慣習と経営
者の個人的判断」の表現として認識され，主観的判断と客観的事実の対立，例
えば重要性の判断基準の指標における対立は，会計数値の認識，測定，報告に
おける主観性の介入の排除を「一般に公正妥当と認められた会計原則」という
導管を通ることにより，より客観化され，真実性が保証される結果となると同
様に，重要性の論理及び判断指標に対しても，「一般に公正妥当と認められた
論理と指標」の設定が求められる気運となってきた。
当該稿においては，重要性の論理及び制度上の規制について論究し，重要性
原則のあるべき指針を求める。
註(1)E.S・Hendriksen,AccountingTheOryll970.”、106-107.
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水田金一監訳。『会計学（上巻)』133頁。
重要性は会計の基本的公準ではないが，ある点において一つの制約となっている。
会計の目的は，株主,投資家,債権者およびその他の利害関係者のよい意思決定を
可能にするため，実体に関する適切な情報が明瞭に表示されるべきことを要求する。
しかしながら情報が少なすぎてもよい意思決定を助長することができないように，
重要でない情報がありすぎてもまた,よい意思決定をそこなうであろう。かくして，
重要性は何を明瞭に表示すべきかに関して一つの制約を認めている。
②G.O・May,FmancialAccounting,194.p.3.
木村重義訳『財務会計』45年1月，5頁。
会計学上における重要性の概念は，会計思考として，財産価値に基本的思考
がおかれた損益計算構造一静態論的資産観を基本とした利益計算構造一か
ら動態論的資産観，すなわち財産価値資産観より，前払費用観的資産観への移
行とともに,会計構造上において強調されてきた概念である。
本来，会計構造上における重要性の概念は，資本受委託関係に起因して生成
する会計責任（アカンタビリティー ）と解除の過程において認識され,(1)具体
的には，会計過程すなわち会計事象の認識，測定，報告の過程において会計処
理における判断基準として認識され，生成してきた概念であり，それらは，会
計目的観と密接なる関係を有すると同時に，その性格は-｢相対的なる価値判断
としての性格」の下において，把握されるのである｡(2)
重要性の概念は，その重要性の大なるものとしての重要性の認識と重要性の
小なる重要性の認識とに分類することができる。重要性の大なる重要性は，会
計の基本的論理としての会計責任の論理と結合して，会計構造を形成し，重要
性の小なる重要性は，経済性，便宜性，省略容認の原則の論理として実務上展
開されるのである。具体的にはタ重要性の大なる重要性は，理念的には，会計
事象の認識，測定の段階においては，会計の理論構造の質を規則する判断基準
として作用し，報告職能の段階においては，現行企業会計原則においてみるご
とく，明瞭性の原則として具現しているのである。一方，重要性の大なる重要
性について，歴史的にみると，企業会計本来の会計責任観の質的転換一会計
責任に社会的責任概念の付与一にともない，認識，測定に重点がおかれ構成
されていた重要性概念から，報告一情報提供（一定の社会的制度の下におい
て信頼性の付与された）職能に重点がおかれた理論構成へと転化し，例えば，
｢今日では，企業会計は，アカンタビリティの機能をつくすだけでは足らない
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のであって，企業の経営成績と，それにむすびつく貸借対照表との公開によっ
て，広範囲にわたる利害関係人に判断の資料を提供せねばならないのである。
アカンタビリティーの基本のうえにさらにリポーティングが今日の会計の使命
であり……｣(3)と述べられるごとく，会計目的観一会計本質観一の変遷と
ともに，会計責任の性格の展開をともない，重要性の大なる重要性の概念が会
計過程としての，報告職能への重点移動をよぎなくなれ(4)その結果，報告職
能における重要性の指標の設定が求められる結果となったのである。
報告職能における重要性の問題は，会計情報のディスクロージャーの問題と
して提起され,(4)企業会計原則においては，会計情報に係わる包括的基本原則
として，一明瞭性の原則として－具体化し,会計目的との関連の下に会計
情報の公開の時期，方法，対象，範囲等に関する重要性の判断指標として位置
づけられているのである。一方，重要性の小なる事項に係わる重要性の概念
は，例えば「消耗品，消耗工具器具備品，その他の貯蔵品等のうち，重要性の
乏しいものについては，その買入時又は払出時に費用として処理する方法を採
用することができる」と述べられるごとく，経済性，簡略化，省略容認の原則
として，真実性の原則の範曉内において，実務的便法の論理化の原則として容
認され，広義の重要化の原則に包摂される。かかる二様，すなわち広狭（又は
大小）の重要性観は，その根幹をなすものについては，すべて会計本質観との
関連の下に樹立された会計責任観思考に起因するものであり，且つ歴史性を有
し，相対的性格を有するものである。
註（1）会計責任（アカンタビリティー）という概念は，実は近代会計にとってのみ固有
の問題ではない。それは一般的な理解からするならば，またその原初的形態からみ
ると，財産一企業財産と1まかぎらない－にかんする委託受託の関係が存在する
ときに，財産の受託者がその管理と運用の状況と結果を記録し，集計して，情報と
して委託者に示す責任を意味するものと考えられているといえよう。
浅羽二郎『現代会計学の展開』44年12月，白桃書房，47頁。
②S.Gilman,AccomtingConceptSofProfits,1956.p､243.
久野光朗訳ギルマン会計学上巻295頁。
⑧不破貞春「会計報告の真実性」『企業会計』第7巻12号，11～12頁。
（4）企業会計がたんなる損益の計算であるというところに意味をもつものではなく，
それが，実は報告(reporting)であるということ，または，さらに伝達(commnuni-
cation),情報(i㎡onnation)であるということのなかに，その本質的な意味をも
つのである，ということがさいきんますます顕著なことがらとなりつつある。企業
会計は損益計算という外皮をまとった報告，伝達，情報として，現在の資本主義経
済過程の進行に特殊な機能をもち，その特殊な役割を果しているのではないかと考
えられる……。
宮上一男「企業会計の公表性と信頼性」『会計』第93巻5号11頁。
（4）拙稿「デイスクロージヤー思考の生成と展開」『公営評論』第18巻10号参照。ゞ：
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貸借対照表原則一「貸借対照表は，企業の財政状態を明らかにするため，
貸借対照表日におけるすべての資産，負債及び資本を記載し，株主，債権者そ
の他の利害関係者にこれを正しく表示するものでなければならない。ただし，
正規の簿記の原則に従って処理された場合に生じた簿外資産及び簿外負債は，
貸借対照表の記載外におくことができる｡」と規定し，簿外資産についての論
拠として，企業会計原則注解1－重要性の原則の適用について－「企業会
計は，定められた会計処理の方法に従って正確な計算を行うべきものである
が，企業会計が目的とするところは，企業の財務内容を明らかにし，企業の状
況に関する利害関係者の判断を誤らせないようにすることにあるから，重要性
の乏しいものについては，本来の厳密な会計処理によらないで，他の簡便な方
法によることも正規の簿記の原則に従った処理として認められる」と述べられ
ている。正規の簿記の原則による，会計処理にともなう簿外資産と重要性の
原則の適用についての判断基準として，企業会計原則は，「重要性の乏しいも
のについては，本来の厳密な会計処理によらないで，他の簡便な方法による…
…」規定においてみるごとく，重要性の認識を量的側面より把握して，実務上
の経済性，便宜性の観点より省略容認原則として，重要性の乏しい場合理論に
優先して，適用することを認めているのである。具体的には，企業会計原則注
解㈲の(1)消耗品，消耗工具器具備品，その他貯蔵品等のうち，重要性の乏しい
ものについては，その買入時又は払出時に費用として処理する方法を採用する
ことができる。②前払費用，未収収益，未払費用及び前受収益のうち，重要性
の乏しいものについては，経過勘定項目として処理しないことができる。(3)負
債性引当金のうち重要性の乏しいものについては，これを計上しないことがで
きる……。等の規定においてみるごとく，数量価値的相対的重要性の観点より
実務的省略容認の原則を是認しているのである。
数量価値的相対的重要性の具体的判断指標については，例えば財務諸表規
則，同取扱要領において，具体的に規定され，取扱要領第46「返済期限が一年
後に到来する債権（規則第15条第1号から第11号までに掲げる資産に属するも
のを除く）で分割返済の定めがあるものについては，一年内の分割返済予定額
を正確に算定しうるものであっても，一年内の返済予定額が資産総額の百分の
一以下である場合には，その金額を投資その他の資産として記載することがで
きる」と述べられるごとく資産総額の百分の一，又は割賦販売による売上高が
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売上高の百分の二十をこえる場合には当該名称を付した科目をもって別に掲記
しなければならない（同第73）と規定されるように。当該勘定科目に占める金
額が，資産総額又は負債十資本額の百分の一等具体的な指標により量的重要性
の判断基準としている。
質的相対的重要性の観点よりみた場合の企業会計原則における重要性の問題
は，財務報告における勘定科目に係わる問題ともいわれ，明瞭性の原則との関
連の下において論究される問題でもある。明瞭性の原則は「企業会計は，財務
諸表によって，利害関係者に対し必要な会計事実を明瞭に表示し，企業の状況
に関する判断を誤らせないようにしなければならない｡」とする財務諸表の記
載形式に関する包括的なる規定である。質的相対的重要性と明瞭性の原則との
関係は，「利害関係者に対し，必要な会計事実を明瞭に表示し……」と述べら
れるごとく，必要な会計事実の明瞭表示に係わる具体的方法に関する判断基
準，指標を提供するという役務を負っているのである。換言すると，明瞭表示
方法に関する企業会計の質的側面からの規制，判断基準として質的相対的重要
性の原則として位置付けられ,具体的には,勘定科目に係わる区分表示（勘定科
目の質的重要性を基準とした分類表示)の判断基準として,量的多寡とは関係
なく，「財務諸表によって,利害関係者に対し,必要な会計事実を明瞭に表示し，
企業の状況に関する判断を誤らせないように……」最少限各々が独立の科目を
以って財務諸表上に区分表示しなければならないとする判断基準を示す。
相対的質的重要性の具体的判断基準は，本来，勘定科目の質的重要性の基準
は,(1)企業の種類，規模等，それぞれの企業によって，相対的判断の下にその
重要性の判断が下されるものであり，統一された共通尺度は存在しないのが現
状である。それ故に，今日一般に公正妥当と認められている，会計慣行に準拠
した会計処理がなされ，又なされているという事実をもって，質的重要性を判
断すると同時に，会計慣行上の質的重要性の規定は質的重要性の最低限を意味
するものでもある。企業会計原則は，貸借対照表原則四(~)A「受取手形，売掛
金その他流動資産に属する債権は，取引先との通常の商取引上の債権と，その
他の債権とに区別して表示しなければならない｡」又同D「債権のうち，役員
等企業の内部の者に対するものと，親会社又は子会社に対するものは，特別の
科目を設けて区別して表示し，又は注記の方法により，その内容を明瞭に示さ
なければならない｡」と規定している。
財務諸表規則においては，第5条財務諸表作成基準一法の規定により提出
される財務諸表の用語，様式及び作成方法は，次に掲げる基準に適合したもの
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でなければならない。二，当該会社の利害関係人に対して,その財政及び経営
の状況に関する判断を誤らせないために必要な会計事実を明瞭に表示するこ
と｡」と規定し,:例えば，質的相対的重要性の観点より，量的重要性の如何を
問わず各々独自の科目表示を規制しているものとして,第15条,16条「流動資
産の範囲」第17条「流動資産の区分表示」その他等の諸規定において，質的相
対的重要性の観点より規定されている。
かかる勘定科目における質的相対的重要性に係わる判断基準は，勘定科目の
金額の多少に拘らず，勘定科目の質的重要性の観点より区分表示されなければ
ならないとするもので，その基準は，利害関係人が企業の財政及び経営状況の
判断を誤らせないため，最低限必要と判断される相対的質的重要度によるので
あるが，具体的又絶対的なる判断基準は存しない。又重要性に係わる質と量の
関連において,例えば量的拡大化が質に転化し，全体の中に占める相対的比重
の増加が量から質への転化をよぎなくする。又反面質的重要性も量的僅少化
（全体量に対する量の相対的地位の縮少化）にともない全体の中における相対
的重要性を失するという結果を招くのである。すなわち勘定科目の重要性の判
断は，勘定科目の質と量の両面からなされ，量的規制の下に質を認識して重要
性判断の指標とする方法と，質的規制の下に量を認識して重要性判断指標とす
る方法がある◎それ故に相対的重要性は,質量の両面より規制されることとな
る。
勘定科目の重要性の判断指標
質(勘定科目）量（金額）
大 大
｜大小小大
小 小
重要性の大きい場合
質的,量的ともに重要性の大きい場合で,例えば，財務諸表規則第'5条「次
に掲げる資産は，流動資産に属するものとする……」同第'7条「流動資産に属
する資産は，次に掲げる項目の区分に従い，当該資産を示す名称を付した科目
をもって掲記しなければならない。……現金及び預金，受取手形，売掛金…
…」規定においてみるごとく，質的相対的重要度の大きい項目については，金
額の如何を問わず,当該科目名において掲記されなければならないとする。
質的重要性が大きく，量的重要性の乏しい場合，例えば，財務諸表規則第18
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条「自己株式は自己株式の科目をもって，別に掲記しなければならない｡」と
する規定においてみるごとく，相対的質的重要性が量に対して優先することと
なる。質的（勘定科目の性格）重要性は乏しいが，量的重要性が大きい場合，
例えば財務諸表規則第17条，第19条「第17条第1項第13号の資産のうち，未収
収益，短期貸付金（金融手形を含む)，株主，役員若しくは，従業員に対する
短期債権又はその他の資産で，その金額が資産総額の百分の一を超えるものに
ついては，当該資産を示す名称を付した科目をもって掲記しなければならな
い」等の諸規定において，量的重要性の判断指標を示し,(2)同時に，量的重要
性の拡大は，当該勘定科目の質的重要性への転化を促すこととなるのである。
それゆえに，重要性に係わる質と量の関係は，質が量的要因の下に,例えば,量
的拡大化は量を質に昇華させることとなり,反面,量的縮少化は質の相対的重要
性を低下させる一因素ともなるのである。具体的には，財務諸表規則，同取扱
要領においては，重要性判断基準として，量の質的転化基準を個々具体的に百
分の一，百分の二十等と指示している。本来，重要性の性格は，勘定科目の質
的重要性を意味し，量的重要性は否定されるべきものである。すなわち，量的
拡大化は企業における質的重要性を高めることとなり，量より質への転化がな
され，ここに質的な重要性が認識されることとなるのである。ただし,企業会
計原則上の重要性の認識は，注解I(一般原則二，四及び貸借対照表原則-)
｢企業会計は，定められた会計処理の方法に従って正確な計算を行うべきもの
であるが，企業会計が目的とするところは，企業の財務内容を明らかにし，企
業の状況に関する利害関係者の判断を誤らせないようにすることにあるから，
重要性の乏しいものについては，本来の厳密な会計処理によらないで，他の簡
便な方法によることも，正規の簿記の原則に従った処理として認められる。重
要性の原則は財務諸表の表示に関して適用される｡」と述べられるごとく，質
的重要性に関しては，正規の簿記の原則，明瞭性の原則に包摂され，量的なる
非重要性に係わる規定として重要性の原則が規定されているきらいがある。
註(1)S.Gilman,AccountingConceptsofProfit,1956.p､244.
久野光朗訳ギルマン会計学上巻296頁。
重要性はその影響する勘定にも依存するといわれる。
(2)S・Gilman,op・cit.，p、243．
久野光朗訳，前掲書，295頁。
会計に密接に関連しているのは金額の重要性の問題である……。
－7－
－68－
結語
会計学上の重要性の論理は，会計目的観の展開，すなわち，企業の内生的因
素と外生的要因との関連の下に，歴史的過程を経て構築されてきたのである。
換言すると，会計目的と会計職能，すなわち会計事象の計数化という具体的事
象が，如何なる目的の下に，認識，測定，報告され，又如何なる職能（任務）
を帯びているかによって，重要性観はそれぞれ異なることとなるのである。そ
れ故に，会計理論における重要性の問題は,いきおい重要性の性格と測定判断
尺度の問題として具体化するのである。重要性の認識測定尺度の指標は，絶対
的客観的判断基準としての尺度を表示するものではなく，あくまで，それらは
相対的指標の提示の域に止まり認識されるものである。企業会計原則は,会計
学における重要性観を，会計報告と会計処理の一基準として把握し，会計報告
職能と重要性は，ディスクロージャー（公開公示の原則)，明瞭性の原則の問
題として認識し，報告，表示に係わる一般的包括的原則を提示しているのであ
る。会計処理における重要性なるものは，重要性の原則と呼称されるのである
が，内実は，非重要性の原則，会計処理における省略容認便宜法の基準を示す
もので，実務処理における経済性の原則にしかすぎない。それ故に，会計理論
における本来の重要性なるものはかかる実務処理又は報告，表示，形式の認
識方法として把握されるべきものではなく，会計思考及び会計目的と有機的
関連の下に相対的価値判断の下に認識され，具体化されるものであり，その具
体的指標は会計理論と会計実践の妥協の産物として規定化されているにすぎな
いo （昭和52年10月）
故松井春雄先生を偲び，今後の研鑛をお誓い申し上げ，御霊前に拙い文を捧
げ，御冥福をお祈り申し上げます。
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